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（小特集①）
農山漁村エネルギーマネジメントシステム（VEMS）の研究開発

石井　雅久・土屋　遼太・中村　真人・後藤　眞宏�
渡邉真由美・森山　英樹・木村健一郎�

芦田　敏文・遠藤　和子

　農山漁村地域には，太陽光，水力，風力，バイオマス等の再
エネ発電所が地域内に広く点在し，発電した電力は主にFIT
制度で売買されている。VEMSは地域内に点在する再エネ発
電所をバラバラに稼働させるのではなく集約し，それぞれを連
携させて稼働させるためのエネルギーマネジメントシステムで
ある。また，地域内の再エネを地産地消し，その対価を還元す
ることにより，エネルギー自給率の向上と地域経済活性化に資
する。農林水産省が策定した「みどりの食料システム戦略」に
は，VEMSを研究開発し，社会実装することが書かれているが，
本研究の推進により，2050年の目標である「農林水産業のカー
ボンニュートラルの実現」に貢献することを目指している。
� （水土の知93-10，pp.3～6，2025）

エネルギー自給率／地産地消，カーボンニュートラル，
再生可能エネルギー，みどりの食料システム戦略，脱炭素

（小特集②）
農業用水路における再生可能エネルギー熱

三木　昂史・後藤　眞宏・石井　雅久・中矢　哲郎

　本報では，栃木県那須野ヶ原地域（那須塩原市）を事例に，
農業用水路に賦存する再エネ熱利用可能量について，ヒートポ
ンプ（HP）システムを用いた冷房，暖房および給湯による熱
利用可能量と地域の熱需要量を評価した。5〜 9月（冷房期間）
においては気温より水路の水温の方が低く，1〜 3月および
11〜 12月（暖房期間）は気温より水路の水温の方が高いこと
が確認された。気温に比べて温度が安定している用水路の流水
を熱源にすると，比較的高いCOP（冷房5.4〜 6.0，暖房 2.4
〜 3.8）でのHPの稼働が見込まれる。また，農業用水路では，
水路から50 m以内の施設の冷熱需要を満たせる冷熱量はある
が，温熱量（暖房，給湯）では一部の需要を満たせないことが
確認された。� （水土の知93-10，pp.7～10，2025）

再生可能エネルギー熱，農業用水路，流水熱，水熱源ヒー
トポンプ，省エネルギー

（小特集③）
家畜排せつ物を原料とするメタン発酵システム導入の展望

柚山　義人

　メタン発酵システムは，家畜排せつ物の適正処理方法のひと
つで，バイオガスとバイオ液肥を併産する。本報では，システ
ムの概要，導入の現状と課題，事業効果，展望を整理した。生
成したバイオガスの用途は，FIT制度の創設に伴い発電が選
択された。課題としては，発電コストの低減，電力の需給バラ
ンス確保の観点からFIPでのビジネスモデルの構築，バイオ
液肥の利用拡大が挙げられた。導入拡大のためには，スマート
畜産業とリンクした家畜の飼養と家畜排せつ物の取扱い方法の
検討，スマート農業や資源循環を進めやすい農業基盤整備とリ
ンクした国内肥料資源であるバイオ液肥の利用方法の検討，バ
イオガスの発電以外の用途開発が重要となる。
� （水土の知93-10，pp.11～15，2025）

メタン発酵，家畜排せつ物，発電，バイオガス，バイオ
液肥，スマート農業

（小特集④）
農村地域のメタン発酵における生分解性資材の利用可能性

折立　文子・中村　真人・藤田　　睦�
柴田　浩彦・是川　和宏

　農村地域に分散して立地する農業集落排水施設で発生する汚
泥とさまざまなバイオマスを集約し，小規模分散型で効率的に
メタン発酵を行うシステムは，平常時だけでなく災害時にも活
用できる農村地域のエネルギーの供給源となりうる。近年，環
境負荷の削減の観点から生分解性資材の利用促進が掲げられて
おり，農村地域においてもこれらの利用の増加が想定される。
使用後に廃棄されていた資材が生分解性のものに代替され，そ
れをエネルギーとして活用できる意義は大きい。そこで，本報
では生分解性資材からのメタンガスの生成特性を把握し，メタ
ン発酵原料としての利用可能性を検討することを目的として回
分式メタン発酵試験を行った結果を報告する。
� （水土の知93-10，pp.17～21，2025）

再生可能エネルギー，資源循環，小規模分散型，集排汚泥，
メタン生成ポテンシャル，液肥利用

（小特集⑤）
寒冷地域における氷冷熱の賦存量および利用可能量の評価

木村　賢人・及川　樹也・中島　直久・宗岡　寿美

　寒冷地特有の自然（再生可能）エネルギーである氷冷熱は，
農産物貯蔵においてエネルギー使用の削減と品質保持の両立が
可能であり，持続可能な農業地域の形成に寄与すると考えられ
る。一方，他の自然エネルギーと同様に，エネルギー密度が小
さく，気象条件によって得られるエネルギー量が変動しやすい。
そのため，地域における氷冷熱の利用可能性（ポテンシャル）
を定量的に評価・検証する必要がある。本報では，ポテンシャ
ルの評価指標である賦存量および利用可能量を推定する方法を
提案し，北海道十勝地方を対象に過去の気象データとGISを
用いて地域の氷冷熱量を算出した。さらに，算出結果の検証に
基づき明らかになった課題についても報告する。
� （水土の知93-10，pp.23～27，2025）

氷冷熱，賦存量，利用可能量，アイスシェルター，自然
エネルギー

（小特集⑥）
水田営農型太陽光発電の現状と課題

谷口　智之・迫田　美和・山本　健志・岩田　幸良

　本報では，水田における営農型太陽光発電（水田AVS）の
現状と技術的，制度的，経済的課題を整理した。まず，農作業
の効率性や電力需要の観点で，水田AVSの導入に適するのは
中規模稲作経営体や中山間地域の経営体であることを論じた。
一方，水田AVSの現状の課題としては，遮光による収量低下，
作物選定の難しさ，収量評価の困難さ，売電価格の低下による
採算の不確実性などであることを述べた。最後に，今後の普及
に向けては，科学的根拠に基づく設計指針の整備，収量評価手
法の標準化と農業者が適切に実施できる体制の構築などが必要
であることを提案した。
� （水土の知93-10，pp.29～32，2025）

営農型太陽光発電，水田，収量，売電，固定価格買取制
度



（小特集⑦）
稲作におけるエネルギー消費特性と
再生可能エネルギーの活用可能性

芦田　敏文・唐﨑　卓也・渡邉真由美�
藤井　清佳・木村健一郎・上田　達己

　本研究では，稲作におけるGHG削減対策の一視点として，
投入エネルギーの再エネ化の可能性を検討した。まず，わが国
の稲作におけるエネルギー消費量や種別投入量を既存統計資料
等から整理した。次に，東北地方の水田作経営を事例に，エネ
ルギー消費量の種別構成を明らかにした上で，消費電力量の大
きい乾燥調製作業に注目してその電力消費の特性を明らかにし
た。さらに，事例経営における太陽光発電装置・蓄電池の導入
を仮定した電力シミュレーションから再エネ活用の可能性を検
討した結果，稲乾燥調製作業への投入分について再エネ代替の
可能性が示された。一方で，水田中干し延長技術と比較すると
そのGHG削減効果は小さい値に留まった。
� （水土の知93-10，pp.33～38，2025）

農業電化，乾燥調製作業，太陽光発電，蓄電池，エネルギー
マネジメント，ピークカット，GHG削減

（小特集⑧）
農業農村における再生可能エネルギー熱の導入促進

大内　幸則

　わが国の最終エネルギー消費の用途別割合をみると熱や輸送
用燃料の非電力需要は約 7割と電力需要を上回り，2050年の
カーボンニュートラルの実現には熱需要の脱炭素化が重要であ
る。農業農村分野でも穀物の乾燥施設や施設園芸における温室
や畜舎，農家住宅等への冷暖房，給湯等の熱需要があり，現状
ではそのほとんどを化石燃料に依存している。熱需要の脱炭素
化として再生可能エネルギー熱（以下，「再エネ熱」という）
の導入があげられるが現状では進んでいない。本報では再エネ
熱の導入促進の必要性を述べるとともに，積雪寒冷地で他地域
よりも熱需要の大きい北海道での再エネ熱の導入状況および事
例を紹介するとともに導入促進に向けた課題や展望を述べる。
� （水土の知93-10，pp.39～42，2025）

再生可能エネルギー熱（再エネ熱），バイオマス熱，コジェ
ネレーション（コジェネ），地中熱，雪氷熱，産業振興，
セクターカップリング

（技術リポート：北海道支部）
圃場水管理システムにおける地下灌漑の水管理への適応性

山崎　祐樹・荒川　剛慶・髙橋　直樹

　北海道の水田地域における農地基盤整備で導入されている集
中管理孔方式は，暗渠末端部の水閘を閉じることで地下灌漑が
利用可能であり，効果発現のためのさまざまな取組みが進めら
れてきた。しかし，実際に地下灌漑を行う作業は多岐にわたり，
一部の先進的生産者への普及に留まっている。そこで，水稲圃
場の湛水管理に利用されている圃場水管理システム（自動給水
栓）を，転作地下灌漑の水管理に活用するための実証試験を実
施した。その結果，地下水位の自動制御やリアルタイムでのモ
ニタリングが可能となり，転作地下灌漑の水管理への導入効果
と適応性を確認できた。
� （水土の知93-10，pp.46～47，2025）

ICT水管理，圃場水管理システム，自動給水栓，集中管
理孔，転作地下灌漑

（技術リポート：東北支部）
境堀排水路における改修工法の検討事例

槻田　英貴

　宮城県境堀排水路は，国営名取川農業水利事業（昭和 42～
60年度）および国営附帯県営かんがい排水事業（昭和44～平
成 3年度）で造成された基幹水利施設であり，その構造は控え
式コンクリート矢板水路である。供用開始から時間が経過し，
矢板傾倒等による通水機能の低下が進行したことから，県営農
村地域防災減災事業「境堀地区」（令和5年度～）として排水
路の改修を実施している。排水路改修に当たり，一部区間にお
いて施工時の騒音・振動が懸念され，実施設計段階において改
修工法の再検討を行ったことから，その内容について紹介する。
� （水土の知93-10，pp.48～49，2025）

宮城県境堀地区，排水路改修，バイブロハンマ工法，騒
音・振動対策，圧入工法，ハット型鋼矢板

（技術リポート：関東支部）
財産管理制度を活用した所有者不明農地の処理事例

柿沼　悠夏

　ほ場整備事業の実施に当たっては，従前地の情報を調査し，
地権者等を明らかにする必要があるが，事業予定区域に所有者
不明農地が存在し，事業の推進に支障となる場合がある。本報
では，令和7年度新規地区として，ほ場整備事業を推進してい
る大坪地区における所有者不明農地に係る検討経緯と，改正民
法による財産管理制度を活用し，所有者不明農地を地区内に取
り込んだ事例を紹介する。
� （水土の知93-10，pp.50～51，2025）

ほ場整備事業，従前地，所有者不明農地，財産管理制度，
財産管理人

（技術リポート：京都支部）
施工性確保を目的とした堤体盛土への生石灰改良適用事例

武藤　　楓

　本報では，京都府京丹後市菅地区のため池改修工事において，
最適含水比を大きく上回る購入盛土材に対し，生石灰による土
質改良を実施した事例を報告する。購入盛土材の含水比を低下
させることで施工性の向上と品質確保を図り，現場密度試験お
よび透水試験においても規格を満足する成果を得た。
� （水土の知93-10，pp.52～53，2025）

ため池整備，堤体盛土，施工性向上，高含水比，生石灰
改良，京丹後市菅地区



（技術リポート：中国四国支部）
老朽化した水路トンネルにおける補修および補強工法の検討

山田　憲人

　本報は，高知県香美市楠目に位置する灌漑用水路トンネルに
ついて，約50年の供用による老朽化に対し実施された機能診
断および補修・補強工法の検討結果を取りまとめたものであ
る。機能診断の結果，インバート部の摩耗や洗掘，覆工の湧水
など複合的な劣化が確認されたため，補修に当たっては断面修
復を基本とするASフォーム工法を採用した。また，構造的な
安全性が懸念される馬蹄形部およびボックスカルバート部で
は，構造および水理の検討を行い，補強工法として既製管挿入
工法や鋼板内張工法を採用した。仮回し水路トンネルの検討を
含め，受益地域の農業基盤を支える重要施設の機能保全に向け
た総合的な取組みを紹介する。
� （水土の知93-10，pp.54～55，2025）

水路トンネル，ASフォーム工法，鋼板内張工法，既製
管挿入工法，機能診断調査

（技術リポート：九州沖縄支部）
防潮樋門の更新設計

下釜　清仁・和田　昭二

　清水防潮樋門は，国営大浦干拓事業により昭和42年に完成
し，その後，昭和59年度までに国営大浦海岸保全事業により
補強工事を行った。しかし，補修工事完了から40年以上経過
し，老朽化が著しく施設機能が低下していた上に，近年の集中
豪雨発生頻度の増加により，洪水時のゲート操作の負担が増加
していた。そこで本報では，本樋門の更新設計に当たり，①遊
水池への外水（潮位）の流入防止，②洪水時の遊水池の内水位
調整，③取水時の遊水池の内水位調整，という当該樋門に求め
られる3つの機能を踏まえ検討を行ったので紹介する。
� （水土の知93-10，pp.56～57，2025）

防潮樋門更新，遊水池，外水位，内水位，オートフラッ
プゲート
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